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研究成果の概要（和文）：21世紀に入り、中国のコスト上昇や環境規制強化、米中貿易摩擦等の状況変化の中
で、台湾のICT産業の企業は「低コストの中国で大量生産」というビジネスモデルからの脱却を迫られている。
そこで台湾企業は、台湾への回帰投資、中国以外の国への投資、ソフトウェア産業への展開、IoTの自社ブラン
ドや医療機器関連産業への展開などの新たな戦略を採っている。またそれにより、ICT製品の生産ネットワーク
は大きく変貌している。中国とベトナム北部を結ぶサプライチェーンが新たに形成され、ベトナム北部が生産拠
点として台頭し、一度は没落したフィリピンの工業団地や台湾の工業区の再振興、東南アジアの工業地域の活況
をもたらしている。

研究成果の概要（英文）：In the 21st century, due to the rising costs and tightening environmental 
regulations in China, and trade friction between the US and China, Taiwanese ICT companies have 
adopted new strategies, such as, investing back in Taiwan, investing in the countries other than 
China, expanding into the software industry, expanding into IoT, starting the own brand, and 
starting medical device related industries. These changes have transformed the production network of
 ICT products. A new supply chain linking China and northern Vietnam has newly created, thus 
northern Vietnam has emerged as a production base. It also revives the once-ruined industrial park 
in the Philippines and industrial zones in Taiwan, and booms industrial areas in Southeast Asia.

研究分野：経済学

キーワード： 台湾情報機器受託企業　グローバル生産ネットワーク　米中貿易摩擦　回帰投資　サプライチェーン

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義および社会的意義は、「後発工業国の経済発展を支えてきた産業が成熟した後の企業の戦略
転換」の1つのケースを提供したことである。後発工業国は通常、いわゆる「フルセット型工業化」ではなく、
何か1つまたは少数の産業に特化した成長を遂げることが多いが、その産業が成熟した後の戦略転換は、他の産
業が育っていない場合は、困難となることが予想される。台湾も、典型的な、ICTハードウェア受託製造という1
つの産業が経済発展を支えてきた後発工業国であるが、本研究は、それが成熟した後、また国際経済の変化によ
りそれまでのビジネスモデルからの戦略転換が必要となった時の転換、という1つのケースを提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

ICT機器を生産・販売していた先進国企業は、1980年頃より低コストの途上国に直接投資し
て生産を行っていたが、90 年代に入ってからは途上国企業への生産のアウトソーシングを行い
始めた。台湾企業は、この流れにうまく乗り、先進国ブランド企業から ICT機器の OEM・ODM
を受託するようになった。 
その結果、ICT産業において「先進国ブランド企業が商品企画と販売を担い、台湾の受託生産
専業企業が台湾において開発を、そして中国拠点において生産を担う」という、企業の枠や国境
を超えた生産ネットワークが形成された。そして、これら台湾の受託企業は自社ブランドをほぼ
持たず受託生産という黒子に特化した業態を取り、これら企業製のノートパソコンは世界シェ
アの 9 割を占めるという、世界市場において隠れた大きなプレゼンスを示すようになった。そ
して、ICT産業が牽引することで、台湾は急速な経済発展を遂げた。 
これまで、この生産ネットワークの中の台湾の ICT 機器受託専業企業の発展と、それに伴う
台湾経済の発展につき、多様な観点からの研究を手掛けてきた。また、2010年代に、これら台
湾企業はノートパソコンの出荷減少に伴いタブレット型端末やサーバー事業へのシフトを進め、
ノートパソコンにおいても生産拠点のシフト等新しい動きを見せているとの知見も得ていた。
しかしこれは、台湾企業単体の戦略の研究にとどまり、生産ネットワークの形態の変化の分析に
まで及ばなかった。 
 
２．研究の目的 
先述のように、台湾の ICT 機器の受託専業企業は新たな展開を迫られ、またそれら企業を包
摂する生産ネットワークは、2010年頃以降地理的な面でも大きく変貌を遂げている。そこで本
研究は、これまで ICT 機器の受託を主業務としてきたこれら台湾企業の 2010 年以降の展開と
それに内在する論点および今後の課題、それへの企業・政府の対処を分析することにより、「後
発工業国の経済発展を支えてきた産業が成熟した後の企業の戦略転換」の 1 つのモデルケース
を提供し、あわせて、ICT機器の生産ネットワークの変化を分析するものである。 
 
３．研究の方法 
初年度は、台湾の ICT 機器の受託生産専業企業群が現在取っている展開について、詳しい状況
と抱える問題を掴むために、関連資料の収集、先行研究の整理と問題の抽出、を行った。 
具体的には、国内外の関連書籍や情報サイトを用いて情報収集を行い関連する先行研究や関
連資料を収集した。そして、先行研究を整理し、問題点を抽出し、問題点の整理を行った。 
 
2 年目は、初年度の研究で明らかになった台湾企業が現在抱える問題（ODM から OEM の回帰が
もたらす問題、自社ブランド事業展開により発生した問題等）や新たな展開（医療機器産業への
展開など）を詳しく分析した。 
 
当初の研究計画では最終年度であった 3年目に、米中貿易摩擦が勃発し、アメリカが中国で生
産された製品の関税を引き上げたため、台湾の ICT 機器の受託専業企業の中に中国を撤退する
動きが出現し、それにより ICT 産業の生産ネットワークが大きく変化した。そのため、本科研の
期間を延長して、この影響も踏まえた生産ネットワークの地理的な変化について分析した。 
 
４．研究成果 
台湾は、1980 年代の輸出指向工業化や、1990 年代に先進国企業がアウトソーシングを行った
中で形成された生産ネットワークの中で、世界市場とつながることで成長してきた。しかし、そ
の成長スタイルは、常に、国際経済の変動の波にさらされるリスクを伴うものである。 
そして、21 世紀に入り、中国のコスト上昇や環境規制強化、米中貿易摩擦、自国第一主義お
よび反自由貿易の波の中で、台湾企業は、「低コストの中国で大量生産」というビジネスモデル
からの脱却を迫られている。 
そこで、台湾企業は、以下のような行動を取っている。台湾への回帰投資、中国以外の国々へ
の投資、IoT の自社ブランドや医療機器関連産業への展開である。 
また、この台湾企業の柔軟な生産拠点の再編により、中国とベトナム北部を結ぶサプライチェ
ーンが新たに形成され、それによりベトナム北部が生産拠点として注目され、一度は没落したフ
ィリピンの工業団地に光が当たるなど、アジアにおけるサプライチェーンの再編や、東南アジア
の工業地域の活況をもたらしている。さらに、台湾の工業区の再振興も促している。 
つまり、このような状況の中でも台湾企業は、台湾への回帰投資、アメリカ投資、インド投資、
東南アジア投資と様々に範疇を広げ、グローバルな生産ラインを柔軟に再編している。また IoT
や、台湾政府の奨励に沿った医療機器関連事業への進出などの新展開を行い、新機軸を打ち出し
ている。台湾企業は、世界市場とつながり続けるために、ビジネスモデルの転換を、極めて柔軟
に行ってきているのである。 
また、台湾企業は、ハードウェア中心で成長してきたが、ハードウェアは生産設備が大規模で
あるため、米中貿易摩擦のような事態により移転を余儀なくされた時に、移転が簡単ではないと
いうことが、今回露呈した。そのため、台湾の中には、これからはソフトウェア中心にシフトし
ていくべきだとの論調もあり、一部の企業はすでにそれを始めている。 



いずれにせよ、天然資源もなく自国市場も小さい小国は、世界とつながることで成長すること
しか、おそらく道はないであろう。それゆえに、台湾企業は今後も、国際経済の状況や大国の政
策に翻弄されつつも、このモデルを採り続け、その度に柔軟に戦略を変更して、活路を見いだし
ていくであろうし、その柔軟性こそが、台湾企業の最大の武器であると思われる。 
 
また、個別企業の例としては、台湾の受託生産専業企業の新たな展開の一事例として、ウィス
トロンを取り上げて研究した。 
ウィストロンは、エイサーから、受託生産部門が分離独立したという成り立ちを持つ企業であ
る。分離独立後は、タブレット端末、スマートフォン、サーバー等、様々な分野に幅を広げてい
る。また医療機器関連事業にもいち早く進出している。そして、早くからソフトウェア事業にか
なり注力し一定の成功を収めている。ウィストロンのソフトウェア子会社はウィツという社名
で展開されているが、主にオフショア開発受託業務を行っており、大連拠点では日本からのオフ
ショア開発を受けている。 
これらの多角化も奏功し、近年は、売り上げ高で、エイサーを上回るばかりか、Fortune Global 
500 の常連となっている。さらに、ウィストロンは、台湾の多くの ODM 企業と同じように中国に
生産拠点を設けてきたが、近年は中国以外への進出にも動いている。 
このように、ウィストロンは、分離独立後、様々な新しい展開を積極的に行い、母体であった
エイサーをしのぐ大企業となった。このウィストロンの事例は、台湾の受託生産専業企業の新た
な展開として、示唆を与えてくれるものと言えよう。 
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